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刑事訴訟法及び検察審査会法の改正について（概要）

第１ 刑事訴訟法の一部改正の概要

１ 刑事裁判の充実・迅速化を図るための諸方策の導入

(1) 新たな準備手続の創設

○ 十分な争点整理を行い、明確な審理計画を立てることができるよう、裁

判所が主宰する新たな準備手続を創設する。

○ 検察官、被告人・弁護人は、公判で明らかにする予定の主張を明らかに

して証拠調べ請求をするものとし、裁判所は、事件の争点を確認し、公判

で取り調べる証拠を決定するものとする。

。○ 準備手続終了後に新たな証拠調べ請求を行うことを制限するものとする

(2) 証拠開示の拡充・ルールの明確化

○ 検察官は、被告人側に、検察官請求証拠の開示に加え、①検察官請求証

拠の証明力を判断するために重要な一定類型の証拠及び②被告人側の主張

に関連する証拠について、開示の必要性と弊害の有無、種類、程度等を勘

案して開示するものとする。

○ 証拠開示の要否に争いがある場合には、裁判所が裁定するものとする。

(3) 連日的開廷の確保

○ 公判は原則として連日的に開廷すべきものとする。

(4) 裁判所の訴訟指揮の実効性の担保

○ 裁判所による出頭命令、重複尋問等の制限に従わなかった当事者に対す

る過料の制裁を科すことなどができるものとする。

(5) 即決裁判手続（仮称）の創設

○ 法定刑の軽い一定の事件について、被疑者の同意があるときは、即決裁

判手続によることができるものとし、簡易な方法で証拠調べをして、原則

として即日判決を言い渡すものとする。

○ 即決裁判手続においては、実刑を科すことができず、また、罪となるべ

き事実の誤認を理由とする控訴はできないものとする。

２ 公的弁護制度の整備

(1) 被疑者に対する公的弁護制度の導入

○ 死刑又は無期若しくは長期３年を超える懲役若しくは禁錮に当たる罪の
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事件では、勾留段階から国選弁護制度を導入する。

ただし、改正法施行後、３年程度を経過するまでの間は、死刑又は無期

若しくは短期１年以上の懲役若しくは禁錮に当たる罪の事件とする。

(2) 弁護人の選任要件及び選任手続の整備

○ 被疑者段階では、明確な資力基準を定め、被疑者に資力申告書の作成・

提出を義務付けるものとする。一定の資力がある被疑者は、私選弁護申出

を行ったが、弁護人を選任できなかったことを国選弁護の要件とする。

《参考》司法ネットの運営主体の業務として公的弁護制度を位置付ける。

・ 運営主体は、独立行政法人の枠組みに従いつつ、その業務が司法に

密接にかかわるものであること等を踏まえた適切な組織形態とする。

・ 運営主体は、契約により弁護士（常勤の者を含む ）を確保し、そ。

の中から、国選弁護人の候補を指名して裁判所に通知するとともに、

契約に基づき弁護報酬の算定・支払を行う。

・ 運営主体は、契約関係にある弁護士の個別弁護活動を指揮命令でき

ないものとする。契約関係に基づく措置（常勤弁護士に対する懲戒又

はその他の弁護士に対する契約解除等）を講ずるには、公正中立性を

確保するために運営主体に設けられる機関の議決に基づかなければな

らないものとし、運営主体において、その措置を講ずる際の基準とな

る業務規程を定めるものとする。

第２ 検察審査会法の一部改正

１ 検察審査会制度の議決に対するいわゆる法的拘束力の付与

○ 検察審査会が起訴相当の議決をした後、検察官が再考をしても不起訴処分

を維持したときは、検察審査会は、再審査を行い、起訴をすべき旨の議決を

することができるものとする。

○ 裁判所から指定された弁護士が、起訴をすべき旨の議決に従って、公訴を

提起し、その維持に当たるものとする。

２ 検察審査会の審査を充実させるための措置

○ 検察審査会に法律に関する専門的な知見を補うため、弁護士の中から委嘱

される審査補助員（仮称）の制度を創設するものとする。



刑事訴訟法の一部改正の概要（刑事裁判の充実・迅速化方策等）

捜 査 （被疑者に対する国選弁護人の選任制度を導入）

★勾留段階から被疑者の請求又は職権により国選弁護人を選任

、 （ ）公 訴 提 起 ※ 争いのない一定事件は 即決裁判手続 仮称
により、別途、簡易・迅速に裁判を行う。

★第一回公判期日前の準備手続

＜ 受 訴 裁 判 所 が 主 宰 ＞

★検 察 官
○ 公判で証明予定の具体的事実を提示
○ その証明に用いる証拠の取調べを請求し、かつ、当該証拠を開示
○ 取調べ請求以外の証拠も、検察官が取調べ請求した証拠の証明力
を判断するために重要な一定類型の証拠を開示

★被告人・弁護人
○ 検察官の主張に対する反論を提示
○ 反証に用いる証拠の取調べを請求し、かつ、当該証拠を開示

★検 察 官
○ 被告人側の主張に関連する証拠を開示

（必要に応じ、両当事者間の主張の交換を繰り返す ）。

★裁 判 所
○ 争点の確認
○ 公判で取り調べる証拠及びその順序を決定

★開示証拠の目的
外使用を禁止公 判 期 日 に お け る 審 理
（刑事罰・過料）

★連日的開廷を原則とする（法律に明記）

★訴訟指揮の実効性担保措置を導入
○ 裁判所の出頭命令・重複尋問等制限を遵守しない当事
者に過料の制裁を科すなど

（注）★を付したものは今回の法改正により導入する措置判 決



検察審査会の議決に基づく公訴の提起及びその維持

検察審査会の審査（第一段階）

起訴相当の議決 不起訴不当の議決 不起訴相当の議決

検察官の再捜査・再処分

検察官が
・不起訴処分
・一定期間内に公訴提起せず

検察審査会の審査（第二段階）

○ 弁護士に委嘱して法的助言を得ることを必要的とする。
。○ 起訴すべき旨の議決をするためには検察官の意見聴取を必要的とする

起訴すべき旨の議決 そ の 他 の 議 決

議決書謄本の送付を受けた裁判所
（ ）が検察官役の弁護士 指定弁護士

を指定

指定弁護士が公訴を提起し、公判に
立会して公訴の維持に当たる

（注）網掛け部分は検察審査会における手続


